
18 知的資産創造／2021年10月号

特集 スマートシティを持続可能にするためのビジネスモデル

Ⅰ　スマートシティブームは本物か
Ⅱ　都市開発とデジタルの相性の悪さにどう対応するか
Ⅲ　スマートシティの企画・運営上の工夫
Ⅳ　都市開発者が取り入れるべき 3つの考え方

C O N T E N T S

要　約

1 日本では現在、「第 2次」スマートシティブームが到来している。2015〜16年頃にピー
クを迎えた「第 1次」スマートシティブームでは、エネルギーマネジメントを中心に実
装が進んだが、来街者の「都市体験」には変化が起きなかった。そのため、一定の形が
見えた後にやや熱量が下がった。その後、都市体験を変化させる技術的素地が整ったこ
とで、足元の第 2次ブームが発生した。果たして第 2次ブームは定着するのだろうか。

2 野村総合研究所（NRI）はスマートシティの企画・実装をコンサルティングする中で、
①時間、②工程、③ビジネスモデルの各ポイントについて、都市開発とデジタルの相性
の悪さが存在することに気がついた。この経験から第 2次ブームを定着させるために
は、「スマートシティの企画・運営上の工夫」と「不動産事業そのものの変化」の両方
が必要になると考えている。

3 スマートシティの企画・運営上の工夫としては、①「スマート管理型」から着手して「来
街者訴求型」を後から育てる、②不動産以外の事業への展開を模索する、③スマートシ
ティ・プラットフォーマーを活用する、といった対応策が考えられる。

4 不動産事業そのものの変化も求められる。従来の不動産事業では、管理・運営フェーズ
では新築時の状態をいかに維持するかに力点が置かれている。一方で、スマートシティ
では来街者とデジタルを介して接点を持ちながら街やサービスの課題を抽出し、街をア
ップデートし続けることが求められる。都市開発者が外部リソースを活用しながら、デ
ジタル・事業企画・街づくりの 3つのケイパビリティを併せ持つ機能を具備することが
できるかが、第 2次スマートシティブームの定着可否を左右することになると考える。
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盛り上がりという面が強かったが、はたして
第 2 次スマートシティブームはブームで終わ
らずに定着するのだろうか。スマートシティ
が日本の都市開発に定着するためには何が必
要なのだろうか。

本稿では都市開発を担う民間企業に焦点を
当て、第 2 次スマートシティブームが乗り越
えるべき課題を明らかにするとともに、その
乗り越え方について野村総合研究所（NRI）
の観点から提言を行う。

2	 第 1次スマートシティブームが
	 沈静化したのはなぜか
（1）	 第 1次スマートシティブームは

	 エネルギーマネジメントが本丸

振り返ると、「スマートシティ」が一般的
に認知されはじめたのは2010年頃であった。
米IBMのサム・パルミサーノ会長兼CEOが
08年11月に発表した「Smarter Planet ビジ
ョン注1」をきっかけとして、スマートグリ
ッドやスマートメーターなどエネルギー領

Ⅰ	スマートシティブームは本物か

1	 現在は「第 2次」
	 スマートシティブーム

現在、日本ではスマートシティブームが到
来している。図 1 は「スマートシティ」とい
うキーワードでの検索数を時系列で表したも
のである。2009年頃から徐々に関心が持たれ
始め、15〜16年頃に最初のピークを迎えた
後、やや検索数が減少（≒関心が低下）し、
直近、再び検索数が増加している様子が見て
取れる。筆者は15〜16年頃のピークを「第 1
次」スマートシティブーム、足元で起きてい
るこのブームを「第 2 次」スマートシティブ
ームと呼んでいる。

コンサルティングの現場でも第 2 次スマー
トシティブームは肌身で感じる。18年頃から
明らかにスマートシティに関連するコンサル
ティング案件が増加し始め、本稿を執筆して
いる21年 7 月時点でもその勢いは増してい
る。第 1 次スマートシティブームは一過性の

図1　「スマートシティ」の検索数の推移
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域・ユーティリティ領域にて「スマート○
○」というキーワードが流行した。エネルギ
ー領域・ユーティリティ領域にとどまらず、
遠隔での医療や教育などを含めてICTを用い
て利便性を高めていこうという気運が高ま
り、こうした広い範囲を包含する概念として

「スマートシティ」あるいは「スマートコミ
ュニティ」というキーワードが使われるよう
になった。

11年 3 月の東日本大震災後に発生した電力
不足や計画停電は、都市開発者や居住者に大
きな不安をもたらした。超高層マンションの
高層階に住む住民は、東日本大震災の余震に
悩まされるのみならず、エレベータが使えな
くなるのではという恐怖感にも苛まれること
となった。こうした経験を経て、都市開発者
は個別のビル・建物での省エネ推進はもとよ
り、ビル同士の連携や隣接街区との連携によ
るエネルギーの最適化を追究し始めた。

当時は電力不足対応に焦点が当たっていた
ため、明示的にスマートシティとラベリング
されていないケースも多かったが、今から振
り返るとこの流れが第1次スマートシティブ
ームの本丸であったといえる。

（2）	「都市体験」は変わらなかった

エネルギーマネジメントを中心とする第1次
スマートシティブームは、大規模な都市開発
プロジェクトで具体的な成果を上げた。2010
年代を代表する都市開発プロジェクトを見る
と、エネルギーの最適化や道路をまたいだ電
力融通、エネルギー観点でのBCP対応力の強
化など、エネルギー・ユーティリティ領域で
野心的な取り組みがなされていたのが分かる。

一方、その街の居住者や就業者、来街者の

視点では、エネルギー・ユーティリティ領域
の変化は捉えにくい。エネルギーの最適化は
エネルギーコストを落としつつもその街で過
ごす人の快適性をどう維持するかという取り
組みであり、BCP対応力の強化は災害が起こ
らなければその効果を実感できないものだか
らだ。つまり、その街で過ごす人の「体験」
に変化が起きるものではなかった。故に、第
1 次スマートシティブームはプロの世界に閉
じたものにならざるを得ず、ある程度の形が
見えてきた後に社会的な関心が薄れていった
のではないかと推測される。

（3）	 マネタイズが難しかった

スマートシティ化に必要な投資の回収方法
もハードルとなった。エネルギー使用量の最
適化は、低減された光熱費が回収原資になり
得るため投資を合理化しやすいが、安全性の
向上などの付加価値分については、家賃や分
譲価格に転嫁できなければ投資を合理化しに
くい。ところが、その街で過ごす人が変化を
感じていない以上、賃料上昇や分譲価格向上
を実現する難易度が高く、単一プロジェクト
の収支の中で投資を合理化することが困難で
あった。

2010年代の都市開発で踏み込んだスマート
シティ化を実現している事例を深掘りする
と、自社工場の跡地を開発していたり、フラ
ッグシッププロジェクトとしてスマートシテ
ィ化を捉えていたりするようなケースも確認
できる。こうした特殊なプロジェクトでは、
ある種のプロモーションとしてスマートシテ
ィ化を推進できたものの、特殊な条件を有し
ていない開発プロジェクトへの横展開は困難
であった。
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（＝シティ）に組み込んで開発していくこと
である。ところが、NRIはスマートシティの
企画・実装をコンサルティングする中で、デ
ジタルと都市開発の間に相性の悪いポイント
があることに気がついた。①時間、②工程、
③ビジネスモデルの 3 つの軸について見てい
きたい。

（1）	 時間軸

日本で最も古い超高層ビルは1968年に竣工
した霞が関ビルディングだが、リニューアル
工事を経ながら50年以上経過した現在でも、
問題なく稼働している。都市開発のライフサ
イクルは50年〜70年単位と見て差し支えな
い。一方で、デジタルは技術も流行も移り変
わりが激しいため、現在使用されているもの
であっても 5 年後には陳腐化している可能性
が高い。ライフサイクルは 3 〜 5 年、長くて
も10年程度である。

一度建てたら50〜70年稼働させることを目
指してビジネスモデルや体制を構築している
都市開発に、 5 年後には企画から見直す必要
に迫られるデジタルを組み込もうとすると大
小さまざまなハレーションが発生する。

（2）	 工程軸

建築工事は数千年の歴史の中で成熟化が進
み、工程の標準化や共通言語化が、ある程度
達成されている。一方で、デジタル活用・シ
ステム開発の歴史は長く見ても数十年程度で
あり、建築工事に比べると未成熟かつ標準化
の程度が低い。

両者の成熟度に大きな差があるにもかかわ
らず、建築工事とシステム開発の進め方や用
語に類似点のあることが問題を複雑化させて

3	 第 2次スマートシティブームは
	 離陸するか
（1）	 第 1次ブーム時より

	 「できること」は増えている

2018年頃から再びスマートシティが注目さ
れるようになったのは、技術の進展に依ると
ころが大きい。IoT・AIが実用化されていっ
たことで、都市内に張り巡らされたセンサー

（IoT）で捕捉した情報をAIで解析し、意味
づけをした上で、空調・照明などの設備（ア
クチュエーター）やその街で過ごす人に働き
かけることが可能になった。この領域で尖っ
た技術を有するスタートアップが数多く現
れ、現在進行形で技術が研ぎ澄まされていっ
ている。

つまり、第1次ブーム時に課題であった
「都市体験」に変化を起こす技術的な素地が
整いつつあるのである。

（2）	 依然として立ちはだかる壁

では、第 2 次スマートシティブームはこの
まま離陸できるのか。本稿の論点はまさにこ
こにあるわけだが、筆者は、離陸するために
は都市開発とデジタルの本質的な相性の悪さ
を正視する必要があると考えている。本質的
な相性の悪さとは何か、どのように乗り越え
られるのか、次章以降で見ていきたい。

Ⅱ	都市開発とデジタルの
	 相性の悪さにどう対応するか

1	 そもそも、都市開発と
	 デジタルは相性が悪い

スマートシティ化とは、読んで字のごとく
ICTやデジタル要素（＝スマート）を、都市
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なく、「不動産事業自体を変化させながら
（②）、デジタルと組み合わせる（①）」とい
う考え方である。

成熟している不動産事業を変化させること
は、当事者からすると「軋み」と映るかもし
れない。ただし、「不動産事業にデジタルを
付け加える」方式だと、前述した相性の悪さ
を抱えたまま50〜70年の街づくりを進めるこ
とになる。今後、都市開発におけるデジタル
のウエイトは、増えることがあっても減るこ
とはないだろう。第 2 次スマートシティブー
ムの黎明期である現時点だからこそ、都市開
発とデジタルの相性の悪さの克服に取り組む
べきと考える。

Ⅲ	スマートシティの
	 企画・運営上の工夫

本章と次章では、スマートシティ化を困難
にしている都市開発とデジタルの相性の悪さ
を克服する 2 つのアプローチについて深掘り
する。本章では、まず、スマートシティの企
画・運営の観点から相性の悪さを緩和、もし
くは回避する方策について見ていきたい。

1	「スマート管理型」中心で
	 スタートして「来街者訴求型」
	 につなげる

スマートシティに包含されるサービスは多
岐にわたる。街での行動履歴を基に来街者に
商品や店舗をレコメンドするサービスもスマ
ートシティに含まれれば、空調や照明などビ
ル設備の最適化も含まれる。幅広い領域の中
で、どこに注力するべきか。

いる。たとえば建築工事は、積算前の超概算
として坪当たりの建設費から事業規模の大き
さを見積もることができるが、システムには

「坪当たり金額」のような標準的な金額感は
まだ成立していない。要求する機能が一つ増
えただけで金額が大きく上下することもあり
得る。金額感が定まらないので、どこまで投
資をすべきかの意思決定がしづらい。

（3）	 ビジネスモデル軸

ビジネスモデルの面でも相違がある。不動
産事業は基本的にはBtoBビジネスかつ装置
産業であるため、長期的な収入の見通しを立
てやすい。一方でデジタルはビジネスモデル
自体が未成熟、かつ、BtoB／BtoCやフリー
／プレミアムを混ぜながらビジネスをつくり
込む必要があるため、長期的な見通しどころ
か短期的な見通しを立てることも難しい。都
市開発者からすると、デジタルは不確実性の
高いビジネス領域と見えるのである。

2	 相性の悪さ克服には
	 不動産事業側の変化も必要

都市開発におけるデジタルのウエイトが低
い状態であれば、都市開発とデジタルの相違
点・相性の悪さは無視しても問題がなかっ
た。ところが、スマートシティは都市開発に
おけるデジタルのウエイトを飛躍的に高める
ため、相性の悪さが無視できない課題として
浮上する。

この課題に対応するためには、①スマート
シティの企画・運営上の工夫と、②不動産事
業そのものの変化、の両方が必要になる。

「不動産事業にデジタルを付け加える（②を
行わず①のみで対応しようとする）」のでは
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（1）	「来街者訴求型」と「スマート管理型」

都市開発においてスマートシティ化の当面
の目的は不動産価値の向上、つまりNOI （賃
料収入－経費）注2の向上にある。

図 2 に示すように、NOIを上げるルートと
しては、総賃料を上げることとビル管理・運
営コストを下げることの 2 通りがある。スマ
ートシティ・サービスを企画する際には、各
サービスが総賃料の向上（賃料単価の向上or
／and空室率の低減）に寄与するのか、ビル
管理・運営コスト低減（警備・清掃などの委
託費の低減or／and水道光熱費の低減）に寄
与するのかを、検討の初期段階において明確
にしておくことが肝要だ。技術の進展に伴
い、さまざまなサービスが考えられるように
なったが、間接的にでもNOIの向上につなが
るといえないサービスについては、投資を合
理化できない。

NRIでは、総賃料の向上を目的とするサー
ビスを「来街者訴求型サービス」、ビル管理・
運営コスト低減を目的とするサービスを「ス
マート管理型サービス」と呼んでいる。前述

した来街者へのレコメンドサービスは「来街
者訴求型サービス」に区分され、空調や照明
を最適化するサービスは「スマート管理型サ
ービス」に区分される。

（2）	「スマート管理型」は直線的、

	 「来街者訴求型」は婉曲的

「来街者訴求型」と「スマート管理型」は、
都市開発者が効果を得られるまでの道筋が異
なる。分かりやすいのはスマート管理型で、
基本的にはサービスの導入によるビル運営・
管理コストの低減がそのまま効果となる。関
係者も限定的で、施設保有者と警備・清掃な
どの業務委託先、スマートシティ化のICTシ
ステム提供者の三者によるBtoB取引の範囲
内で完結する。

一方、「来街者訴求型」はサービス提供か
ら効果享受までの道のりが長い。サービスの
多くは就業者や居住者、来街者などに向けて
提供されるが、特にオフィスや商業施設の場
合、就業者や来街者は家賃を支払う主体では
ない。したがって、スマートシティ化の効果

図2　NOIを向上させる2つのルート
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を得ようとすると、①就業者・来街者が価値
を感じ、②就業者・来街者の満足度の向上に
ついてテナントが価値を感じ、③テナントの
賃料支払い意思額が上がり、④都市開発者の
募集賃料が上がる、という 4 つのステップを
経る必要がある（図 3 ）。

順序としては①→②→③→④と波及してい
くはずだが、波及するとしても時間を要する
上に、本当に価値が波及していくのかを事前
に証明することは容易ではない。ただし、来
街者訴求型は不動産以外の事業への広がり感
があるため、ないがしろにすべきではない

（この点については後述する）。

（3）	 来街者接点にはこだわり、

	 サービスはおいおい追加

都市開発とデジタルの相性の悪さの一つに
ビジネスモデルを掲げたが、来街者訴求型は
まさに、ビジネスモデルを明確にすることが
難しい領域である。一つの解は、スマート管

理型を中心にスマートシティ化を推進し、後
から来街者訴求型を育てていく考え方である。

来街者訴求型は、「来街者との接点の構
築」「会員登録をしていただけるような必要
最低限のサービス」は実装しておくべきだ
が、最初からサービスをフルスコープでつく
り込む必要はない。来街者との接点を活用し
て、来街者の街での過ごし方やスマートシテ
ィ化への期待を探りながらサービスを拡充さ
せていく進め方が適切であろう。

2	 不動産以外の事業への
	 展開を模索する

スマートシティブームが第 2 次へと移り変
わっても、マネタイズの難しさは引き続き課
題として横たわっている。ただし、第 1 次ブ
ームの際とは異なり、第 2 次では来街者と都
市開発者が直接的に接点を有するようになっ
た。こうした変化により、スマートシティの
マネタイズを不動産以外の事業に求めること

図 3　「来街者訴求型」「スマート管理型」の効果享受までの道のり

NOIが上がる

募集賃料が
上がる

賃料支払い
意思額が上がる 管理費が

下がる

テナントが
価値を感じる

就業者・来街者が
価値を感じる

来街者訴求
施策

スマート管理
施策
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も選択肢として浮上した。

（1）	「来街者訴求型」は

	 toC／toB両方への入口になり得る

不動産以外の事業アイデアとして言及され
ることが多いのはマーケティング支援であ
る。商業施設内に設置したカメラで来店者の
属性や動き、商品を手に取ったか否かなどを
捕捉・分析し、店舗の改善などにつなげるサ
ービスだ。こうしたサービスは既に実用化さ
れ、導入されている施設も存在する。

やや進んだ世界では「オフィス最適化コン
サルティング」なども考えられる。コロナ禍
により、テレワークやシェアオフィス利用が
一般的になった結果、オフィス賃料は純粋な
固定費ではなく、変動費色を有する固定費へ
と変化しつつある。今後、各社総務部門は

「オフィス賃料を低水準に抑えつつ、パフォ
ーマンスを最大化するためにはどうしたらよ
いか」という問いを解く必要性に迫られる。
スマートシティとして都市開発する中で、オ
フィスや周辺施設の使われ方、シェアオフィ
スの利用実態などを分析することで、オフィ
スのあり方の「最適解」を提示することが可
能になるかもしれない。

会員情報と個人の健康診断情報などを結び
つけられれば、特定保健指導の一環として、
街区内でウォーキングや階段利用を促すよう
なレコメンドサービスを展開できる可能性も
ある。運動や健康的な食事をすると保険料が
低減される健康増進型保険との連動も考えら
れる。

いずれのアイデアでも「誰が」「いつ」「ど
こで」「何をしていたか」を捕捉することが
サービス提供の前提条件となる。来街者訴求

型のスマートシティ・サービスは、サービス
を提供するために個人にIDを付与し、街中
に張り巡らせたセンサーなどにより当該人物
が「いつ」「どこで」「何をしていたか」を捕
捉するため、前述のような不動産以外の事業
との親和性が高い。個人情報の扱いなど留意
すべき点は多く存在するものの、「来街者訴
求型」のサービスを起点として別の事業につ
なげていく考え方は、スマートシティのマネ
タイズについての一つの対応策となり得る。

（2）	「偏ったセグメントの会員組織」を

	 強みにする

広告ビジネスも不動産以外の事業の有力候
補だ。「来街者訴求型」サービスの最大のタ
ーゲットは定期的にその街に訪れるオフィス
ワーカーであろう。大規模ビル・都市開発で
も就業者数は数万人程度と考えられるため、
広告ビジネスのターゲット人数としては少な
いものの、「特定の業種で働いている人のみ
に広告を打ちたい」「特定のビルで働いてい
る人のみに広告を打ちたい」というニーズ
は、一定程度存在する。タクシーの後部座席
やターミナル駅に設置されているデジタルサ
イネージと類似したものと考えると分かりや
すい。
「スマートシティ化が推進されるような最先
端の都市で働くオフィスワーカー」という、
偏ったセグメントに対する広告ニーズを拾い
上げることができれば、スマートシティの中
で広告ビジネスを展開することも可能だろう。

3	 スマートシティ・プラットフォーマー
	 を活用する
「スマート管理型から着手して来街者訴求型
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よび事業企画のケイパビリティを提供する外
部パートナーを「スマートシティ・プラット
フォーマー」と呼ぶこととしたい。現時点で
スマートシティ・プラットフォーマーとして
明示的に名乗りを上げているプレイヤーは見
当たらないが、いくつかの萌芽事例が出てき
ている。

たとえば、博報堂の新規事業開発組織「ミ
ライの事業室」が渋谷エリアで展開を予定す
る「市民共創まちづくりサービス shibuya 
good pass」はスマートシティ・プラットフ
ォーマーの萌芽事例といえる注3。一つの共
通基盤の上にさまざまな事業者のサービスを
乗せることで、モビリティや都市農園、オフ
ィスなどに関連するさまざまなサービスを利
用可能とする試みである。

LINE Fukuokaが福岡市で展開する「LINE 
SMART CITY FOR FUKUOKA」も萌芽事
例に挙げられる注4。多くの市民が使い慣れ
ているLINEのユーザーインターフェイスを
活用して防災・環境、教育などの行政サービ
スの手続きができるほか、福岡市内で事業を
展開する複数の事業者と連携し、LINEを通
じてさまざまなサービスを利用できるように
している。主に行政をターゲットとした取り
組みではあるが、都市開発への応用も可能で
あろう。

（2）	 ビジネスとして型が定まるのは

	 まだこれから

萌芽事例からの推測ではあるが、スマート
シティ・プラットフォーマーには 3 つのタイ
プの事業者が出現すると考えている。①toC
接点に強みを有する事業者、②toB接点に強
みを有する事業者、③デジタル技術に強みを

をおいおい育てる」「来街者訴求型を起点に
不動産以外の事業につなげる」という対応策
を述べてきたが、実際にこうした対応策を取
ろうとすると「誰が育てるのか」「誰が別事
業につなげるのか」が論点化する。

育てる・別事業につなげるといった取り組
みを推進するためには、①デジタルに関する
ケイパビリティ、②事業企画に関するケイパ
ビリティ、③不動産事業や街づくりに関する
ケイパビリティ、の 3 つを充足している必要
があるが、個人としてこの 3 つを兼ね備えて
いる人はほぼいない。都市開発者はすべてを
内製化しようとせず、①もしくは①と②を外
部パートナーに委ねるのが近道である。

また、外部パートナーには、前章で見たよ
うな、時間軸や工程軸に関する都市開発とデ
ジタルの相性の悪さを解決するような役割も
期待される。具体的には、デジタルに関する
専門的な知見に基づくスマートシティ化企画
サポート、スマートシティ化を支える主要なシ
ステムの提供、開発完了後の継続的なサービ
スアップデート支援などが求められる。特に
重視すべきは、開発完了後の継続的なサービ
スアップデートであろう。スマートシティ開業
後に蓄積されていくデータを分析し、街その
ものやスマートシティ・サービスの改善に向
けてPDCAを回していく活動は、その街の中
長期的な競争力に直接的に影響を与える。外
部パートナーを選定する際には、開業後を見
据えた中長期的なパートナーとしての適格性
を評価基準の一つに設定することが望ましい。

（1）	 生まれつつある

	 スマートシティ・プラットフォーマー

本稿では、都市開発者に対してデジタルお



27都市の開発者は今、スマートシティとどう付き合うべきか

有する事業者、である。
①は前述したLINE Fukuokaのほか、携帯

電話キャリアも候補になる。国内で数千万人
レベルの顧客基盤を有し、決済やポイントな
どスマートシティ・サービスの中核を成す機
能を具備している。一方で、ビル設備やビル
管理業務と連動する「スマート管理型」サー
ビスへの対応力は未知数である。

②は博報堂のような広告代理店や商社など
が該当する。toBの幅広なネットワークを強
みに、スマートシティに関連するサービス事
業者を集め、一つのID体系・UIでさまざま
なサービスを提供する「アグリゲーションビ
ジネス」を展開するものと予想する。一方
で、サービス事業者が存在しないけれどもス
マート化したい領域（たとえば入退館管理の
高度化など）にどの程度対応できるかは未知
数である。

③はビル設備に強い重電メーカーやSIerな
どが想定される。重電メーカーはビル設備の
制御やビル管理業務など「スマート管理型」
のサービスを起点に、「来街者訴求型」への
滲み出しを狙う動きとなるだろう。SIerは自
治体が推進する都市OSとの連携や、自社
SaaSの活用を強みにすると想定される。た
だし、重電メーカーもSIerも通常BtoBビジ
ネスを展開しているため、toC要素が含まれ
る「来街者訴求型」サービスにどの程度、対
応可能かは未知数である。

いずれのタイプも得意領域／未知数領域が
混在する。都市開発者は都市開発のコンセプ
トやスマートシティ化の方向性、自社に不足
しているケイパビリティなどを総合的に判断
してどのタイプの外部パートナーと連携する
かを検討すべきだろう。

Ⅳ	都市開発者が取り入れるべき
	 3 つの考え方

都市開発とデジタルの相性の悪さを克服す
るための、スマートシティの企画・運営上の
工夫について見てきたが、それだけでは都市
開発とデジタルの相性の悪さを解消し切れな
い。不動産事業そのものも、スマートシティ
化に合わせて変化させていくことが求められ
るだろう。

1	「BtoB」から「BtoB＋BtoC」へ
繰り返し述べてきたように、第 2 次スマー

トシティブームが第 1 次ブームと異なるの
は、「来街者訴求型サービス」の展開による
都市体験の創出が可能になった点にある。こ
れは、都市開発者とその街で過ごす人が、デ
ジタルを通じて直接接点を持つようになるこ
とを意味する。オフィスビルを中心とした都
市開発は、これまでBtoBの取引が中心であ
ったが、スマートシティ開発ではBtoCの要
素が付け加わることになる。たとえば、オフ
ィスでいえば都市開発者は企業の総務部門と
の関係構築のみならず、就業者との関係構築
も推進することになる。

toC要素を付加することで、来街者がその
街でどのように過ごしているのかについての
データを得られるようになったり、来街者に
対して街での過ごし方を直接レコメンドでき
たりするようになる一方、これまで実施して
いなかったきめ細やかなユーザーコミュニケ
ーションが求められるようにもなる。たとえ
ば、街への訪問を促すためのマーケティン
グ、飽きさせない仕組みづくり、問い合わせ
やクレームへの対応などが新たな業務として
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都市開発におけるデジタルのウエイトが小
さい場合は、デジタル部分はランニング比率
が高いとはいえ、都市開発全体の収支におい
ては無視できる存在であったが、デジタルの
ウエイトが拡大してくると無視できない存在
となる。たとえば、2000億円の都市開発プロ
ジェクトにおいて 、2 ％（40億円）をデジタ
ル関連の投資に充てたとする。イニシャルコ
ストではデジタルを除いた土地・建物部分が
1960億円、デジタル部分が40億円となるが、
ランニングコストでは土地・建物部分が98億
円（イニシャルコストの 5 ％と仮定）、デジ
タル部分が10億円（イニシャルコストの25％
と仮定）となる。イニシャルコストでは 2 ％
を占めるに過ぎなかったデジタル部分が、ラ
ンニングコストでは9.3％を占める計算だ。

都市開発では初期投資を数十年間かけて回
収する考え方をベースとしてビジネスを組み
立てているが、スマートシティでは毎年かか
る費用に対してどのように効果を得るか、と
いう観点が必要になるのである。

3	「維持する」から
	 「アップデートし続ける」へ

建築物は劣化することはあっても自然と成
長することはない。そのため、建物の賃貸借
を生業とする従来の不動産事業では、管理・
運営フェーズでは新築時の状態をいかに維持
するかに力点が置かれている。一方で、スマ
ートシティでは来街者とデジタルを介して接
点を持ちながら街やサービスの課題を抽出
し、改善するPDCAサイクルを回していくこ
とになる。いわば、管理・運営フェーズを通
じて街をアップデートし続けることになるの
である。

発生する。
これまでtoBビジネスのみを行っていた企

業がtoCビジネスに踏み出すのは、体制やリ
スク管理の観点でハードルが高い。また、ユ
ーザーコミュニケーションを個別開発単位で
実施するのか、複数開発を一括して担当する
機能を設置するのかなど、企業内での役割分
担も論点化することが想定される。企業内に
住宅事業などtoCビジネスを行ってきた部門
があれば、そこに蓄積されているtoCノウハ
ウを活用しながら対応策を検討するのが近道
である。

2	「投資対効果」から
	 「費用対効果」へ

都市開発とデジタルではイニシャルコスト
／ランニングコストの比率が異なる。大胆に
単純化すると、都市開発はイニシャルコスト
として100投資をして、毎年 8 〜10程度の賃
料収入を得る。そのうち約半分（ 4 〜 5 ）が
警備や清掃、水道光熱費の経費として支出さ
れ、残り（ 4 〜 5 ）がネットの収入（NOI）
となる。つまり、100の投資に対して年間か
かるランニングコストは 4 〜 5 程度と見るの
が一般的な感覚であろう。

一方で、デジタルは100の投資に対して、
翌年以降ランニングコストが20〜30程度かか
るのが通例だ。ランニングコストにはシステ
ムのライセンスフィーやサーバ使用料、シス
テムの保守運営費用などが含まれる。さらに
技術の進展が速いためライフサイクルが短
く、 5 〜10年おきに更改が必要になるシステ
ムも珍しくない。都市開発に比べると、イニ
シャルコストに対するランニングコストの比
率が高いのである。
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建物管理は都市開発会社傘下のPM会社に
委託されるケースが多い。現状のPM会社の
ミッションは、日々の警備・清掃などのビル
メンテナンス業務を適切に実施し、建物の状
態を維持することにあり、デジタルを活用し
て街をアップデートすることはミッションに
含まれていない。既存の都市開発・管理運営
の役割分担の中では、「デジタルを活用して
街をアップデートし続ける」役割を担う主体
が存在せず、宙に浮いてしまう。

スマートシティを推進するためには、都市
開発者は「デジタルを活用して街をアップデ
ートし続ける機能」を社内に新設することが
求められる。前章で述べたように、この機能
は①デジタルに関するケイパビリティ、②事
業企画に関するケイパビリティ、③不動産事
業や街づくりに関するケイパビリティ、の 3
つを兼ね備えることが期待される。③の観点
でいえば、「エリアマネジメント」に近い。
既存のエリアマネジメント担当機能を中核に
しつつ、①デジタルに関するケイパビリテ

ィ、②事業企画に関するケイパビリティを外
部パートナーで補い、「アップデートし続け
る」機能に昇華させるのが一つの解であろ
う。

注

1 https://www.ibm.com/ibm/history/ibm100/jp/
ja/icons/smarterplanet/

2 Net Operating Incomeの略。賃料収入から管理・
運営にかかる経費や固定資産税などを差し引い
た純収益

3 https://www.hakuhodo.co.jp/uploads/2020/ 
11/20201113.pdf

4 https://linefukuoka.co.jp/ja/project/smart 
cityproject/casestudy/
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